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1 ，は じめ に

　世界 で 発 生す る地震の 1割が 日本周 辺 で 発生 して い る

とい われ て お り，日本 は非 糟に地震 リス ク の 高 い 地 域で

あ る．わ が国 の 防 災対策 は 災害対策基本法に 基づ く 防災

基本計 画 を基本 と して 推進 されて きた．地方 自治体 で は，
こ の 防災 基本 計画 に 基づ き地域防災計画 を策定 し，地城
の 実状や 災害特性 に即 した地震防 災対策 を推進 し て い る．
従 o て，地震防災施策の 寞施状況は 自治体の 所在地域や

規模 な どに よ り差 が あると考え られ る．
　地震 時の 被 害を考 える と，自治 体 に よる 防災対 策が進

展 するほ ど当該自治体の 地震被害は軽減 されて い く と考

え られ ，ま た，住民 の 地 震 リス ク 意識 が 高くなる と耐 震

性 能 の 高い 建物 の 増 加や地震被 霍 を考慮 した家 具設 置な

どが 期待で きる．従っ て ， 自治体の 地震 防災施 策の 契施

状況 は，個 人 の 居住 用建物 似 下 「住宅 1 ）お よび 生活

用 動 産 （以 下 「家財 亅 ） の 地震被 害に 対 し て も大 きな影

響を及 ぼす と考 え られ る．
　 そ こ で本 研 究で は，住 宅 ・家財 の 地 震 被害 軽減 とい う

視点か ら， 全 国自治 体の 地震防災 施策実施状況 につ い て

ア ン ケ
ート調 査 を行い ， そ の 特徴に つ い て 検酎を行 う．

限定 されるため本研 究 で は調 査対 象か ら除外する，
　従 っ て，本研 究で は ，住宅 ・家財 の地 震損壊 と地震火

災 とい う2 っ 被 害形 態 を主 な対 象として全 国 自治体 の 地

震防災施筑実施状況を隅査する．

  検肘対 象 とす る防災施策

　自治体の 地震防災施 策に は 様々 な もの があ る が，本研

究で は住宅 ・
家財 の 地震 被害 軽減 につ な が ると考 えられ

る地 震 防災施策を 主な検肘対象とする．また ， 住民の 地

震 リス ク意識 の 向 上につ なが る施策や自治体が防災施策

を立案 ・推 進 して い く上 で 基 本 となる施 策に つ い て も検

討対象に含め る．
　なお ，住民 の 自主的 な防 災対策 も住宅 ・家財 の 地震被

害の 軽滅 に大 き な効果 が あ る と考え られ るが，対策の 実

施状況等を把握する こ とが 困難で あ るため検討対象か ら

除外 し，自治 体 が行 政活 動 と して 行う防災施策を検討対

象とす る．ま た ，防災施 策 の 中に は 地震 防災 を主 目的 と

は して い な い が結 果 と して地震 被害の 軽減 につ な がる施

策 も数 多く存在す る と考え られ るが，本研 究で は 地震 防

災 を主 目的 とす る施策 を検討対象 とす る．

3 ，ア ン ケート調査の 概婁

2 ．対象 と する地震被害および防災施策の 範囲

（1｝検 討対象 とす る地震被 書

　住 宅 。家財 に 影 響 を及 ぼす地震被 害 と し て は，地 震の

揺れや 液状化 ， 士砂 災 害等 に よる損 壊被 害 （以下 「地震

損壊」 ）の ほ か，地震火 災 に よる 被害，津波に よる 被害

等 が考 え られ る．こ の うち津波被 害 につ い て は大 災害 を

引き起 こす 場合もある が，その被害地 域は 沿岸部周辺 に

　全国 自治体の 地 震防災施策実施状 況 を調査 す る た め，
都道府県お よび市 ・東京23区の 防災揖 当部署を対象にア

ン ケ
ー

トを実施 し た．実施概 要 を衷 1 に 示 す．
　なお，調査 に あた っ て は ， 都道府県 ， 政令指定 市，県

庁所 在市お よび 東京 23区 を重 点自治体と位置づ け，その

ア ン ケート返信 率 を高 め る た めに回 答担 当者 の 事前躙査

や 返信 の 督促を行 っ た．
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表 1　 ア ン ケートの 実施概要

対 象

自治体

都道府県 ， 市
・
東京23区 （計748自治体）

　　都 道府県 47．政令指定市　13，
　　県庁 所在市

藻 35，東京23区　23

　　そ の 他市 630

実施期間
平成15年10月21日〜平成15年10月31口
｛期限 を過ぎて 返信された もの も集計に含めた〕

調 査方法
発 送 ：郵送

返信 ；郵巻，FAX （回答 者が 任意に選 択）

回答方法 選択式お よび配述式

返信 督促
未返信の 重点自治体 〔都道 府県，政令指定市，県
庁所在 市、東京 23区 ）に 対 し電 話 に よ り実施

返 信数

（返 信率》

計454通 （61％）

　　都道府県　　46！ 47
　　政令指定市　 13／13
　　県 庁所 在 市

彊 30！ 35
　　東京23区　 　 18！23

　　そ の 他市 　 347／630

※ 県庁所 在市 は政 令指定市 と重 複す るll自治体 を除外 してSUff

4 ．ア ン ケー ト調査票の 作成

〔1｝箏前基礎調査

　ア ン ケート調 査票 の作成 （設 問 の 作成）に あた っ ては，
ま ず 自治 体 に お い て行 われ て い る地 震 防 災施 策の 種 類や

内容 にっ い て，自治体の地城防災計画 や ホームペ ージ，
国 に よ る調 査 資料 等 の 岡 査 を行 い ，施策の 対 象災害や住

宅 ・家財の 地震被害軽減 との 関係等につ い て 整理 した．

（2） 調査施策の選定と調査票の作成

　（1）で 調 査 ・整理 した自治体 の 地震防災施策に つ い て，
住宅 。家財 の 地 震被害軽減 につ なが る施策や住民 の 地 震

リス ク意職 の 向上 につ なが る施策 ， 自治体が 防災施策を

立案
・推 進 して い く上 で 基本 とな る施策 を抽出 し，骰 問

と して 選 定 した．選 定に あたっ て は施策の 種類に より，

　　  住 宅 ・家 財の 地震損壊に 対 す る施策

　　  住宅 ・家財の 地震火災に対する施策

　　  住 民意織向 上の ため の 施策

　　  自治体内部の 取り組み

の 4 グル
ープ に整理 し，設間数の バ ラ ン ス 等を考慮 した，

　鯛 査票で は ま ず基本設問 として 防災施 策実施 の 有 無に

つ い て 質問し，特に 住民の 取 り組 み が必 要 とな る施 策に

つ い ては 追加設 問 と して ．施策の 内容，住民 へ の 広 報 方

法 ， 施策の 利用対象（制限）範囲，施策の 目標値 ・実績値
等 を質問 した．基本殴問の 項 目と内容を表 2 に示 す．

　ま た ， で き るだ け多 くの 自治体から返信を得るた め回

答 方 法 はで き る 限 り選 択式 とし，施策の 目標 恒 ・実 繍値

お よび 利用 対 象 範囲 の 内容の み配 述式 と した．

5 ．ア ン ケ
ー

トの 返信
・
回答状況

　ア ン ケートは 送付748自治体の うち454自治体（61％）か

ら回 答 を得 る こ と が で きた．特 に 重 点 自治体 と位置付 け

た 都 道府県，政令指定市，県庁所在市お よび東京23区に

つ い て は 9 割以 上 の 回 答 を得た （表 1 ）．
　その 回答傾向を見 る と ， 選択 式 と した 設 問 は非 常 に回

答 率 が 高か っ たが ，記 述式とし た施策の 目標値 ・実績値

等は回答率が 低 く ， 記 述内容に もバ ラ ツ キが大きか っ た．
そ こ で 以下の 検肘にお い て は，選択式の 設問 （施策実施

の 有無 ， 施策内容 ， 広報方法等 ） に つ い て 検討 を行 う．

6 ．ア ン ケー ト調査」結果

　各 防災施 策 ご とに 自治体の 実施 傾向 を以 下 に ま とめ る。
は じめ に施策実施の 有無を問う基本設問の 回答結果 （表

3 ｝，次 に施策内容などを問う追加 設問の 回答結果 （表

4 ・表 5）の 順1こコ メン トを紀 述 し て い く．

　なお，回答結果 の ま とめに あ たっ ては，自治体が 市区

町村また は都道府県が行 う施 策 へ 費用 助成 を して い る場

合も奚施 して い るに含めて考 え る．

（1｝ 住 宅 ・家財の 地盤損壊に 対する施筑

a）耐震診断の 援助制度

　援助制度 を実施 して い る 自治体は，都道府県 （以 下

「県」 ）33％，市 ・東 京23区 （以下 「市区J ）30Slで ，と

もに 3 分の 1 程度 で あ る．援助 制度 の ある 自治体で は，
県は 市 区町 村 の 援助 制 度 の 費 用 を助 成 して い る割 合が 多

く，市区 は制度の 実施 主 体となっ て い る割合が多い，

　援助制度の あ る 自治 体に つ い て そ の 内容をみる と，診

断費用の
一

部を捕助 して い る 自治体が 県80SC，市区57％と

最 も多い が，全額補助も市区では 39S6となっ てい る．

　住民 へ の 広報は県10鯔，市区9M が 実施 して お り積極

的 に行 われ て い る．県は ホ
ー

ム ペ ージ へ の 掲載 （以 下

rHP 掲載亅 ）が 8   ， 市区 は 広 報誌 掲載が80P5で 最 も多

い ．また 県 ・市区 ともにパ ン フ レ ッ トを作成してい る自

治体も多く，全 住民配 布 が県 2筋，市 区21％，行政窓 ロ配

布が 県6脳，市区64％となっ て い る．

　利用 対 象住宅 の 建物 構造 お よび建築時期 の 制限は ，ほ

ぼ全て の 自治体 （県 10礦，市区95％｝で行っ て い る．

　耐震診断時 の 専 門 家 の 派遣 は県80％，市区 71％が 実施 し

て おり、行政職員以外の専門家を派遣する 自治体が多い．

　耐 震診断の 援助制度と厨 震改修工事 の 援助制度が連動

して い る 自治体は県 鶴 ， 市 区42％で 半分程 度で あ る．

　耐震診断結果の 把 握 は 県 10礦 ，市 区85％hS行 っ て お り，
県 ・市区 ともに 8割 が全 数 を把握 し て い る．

b）耐震改修（補強）工 事の援助制度

　援助制度を爽施 して い る 自治体 は県 2碯，市区14％と少

ない ．耐震診断 と比べ て もや や 低い 実施孥 となっ て い る．

　援 助 制度 の 内 容 は、県 で は 工事費用 の
一

部融資（389S）
が 多く，市区で は 工事 費用 の 一部補助（59汾が 多い ．選

択肢以 外の 回答 と して 設 計喪用の 補助も多くみ られ た．

　住民への 広報は 県100％， 市区9螂 が 実施 し て お り積極

的 に行われて い る．県 はパ ン フ レ ッ トを作成 し行政窓 口

で配 布 似 下 rパ ン フ レ ッ ト窓 口 配 布 」 ）DS100％，　 HP

掲載が8脳 と多く，市区はパ ン フ レ ッ ト窓 口配布が 76X，
広報誘 掲載が 67％，HP 掲載 が 5踊 と多い ．パ ン フ レ ッ ト

の 全住民配布は県O％、 市区8＄で あ る．

　援助制度 の 利 用 に 際 して 事前 に 行 政 の 耐 震診 断 を受 け

る必要が ある自治体 は県13％、市区65Stとなっ て い る．

　 耐 震改修後の 耐 震性 能 に制 限 を段 け て い る 自治体は 県

63％，市区65％で，ともに 3 分の 2程度で ある．

　 利用対象住宅 の 憩 物構 造 ， 建築時期お よ び 耐震 診 断 結

果 の 制限 は 県75％，市 区65％で行 っ てい る．
c）家具類転倒防止 対 策の 案 施促 進 広報

　 住 民 へ の 広 報 は県81％， 市 区73％が 実施 してお り，大部

分 の 自治体 が 様 々 な 手 段 を通 じて 寞 施 して い る．県 はバ

．2・
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ン フ レ ッ ト窓 口 配 布（41％）や HP 掲載（2911）が 多く，市区

は 広報誌掲載（29粉 とパ ン フ レ ッ ト窓 囗 配布 〔2596）が 多い．
パ ン フ レ ッ トの 全住民配布 は 県隅 ， 市 区 18％で あ る．

d）家具類転倒防止対策の 掻助制度

　援助制 度 を実 施 し で い る 自治 体は 県9％，市区6％で ，ほ

とん どの 自治 体で 実施 して い な い ．
e）ブロ ッ ク塀の転倒防止の 援助制度

援助制度を実施 して い る 自治体は va8％， 市区9％で ， ほ

とん どの 自治体で実施 して い ない．
f）地盤や 家屋 基礎の 強化 工 事の 援助 制度

　援助制度を実施 して い る自治体は 県4％，市区 1％で，ほ

ぼ 全て の 自治体で実施 して い ない．

g｝宅 地 の が け くずれ防止 工 事の 援助制度

　援助 制 度を 実施 してい る 自治体は 県ll％，市区10％で ，

ほ とん どの 自治 体で 実施 して い ない ．

h）土砂災害危険箇所の住宅移 転 の援助制度

　援助制度を実施 し て い る 自治体 は 県52％， 市区 11％で ，

県の 奚 施率が 高い ．ただ し ， 県で市区町 村の 援助制度 へ

の 費用助成が 3篇 なの に対 し，市区 で は 制度実施が7％に

留ま っ て い る．

表 2　嬲査 する防災施策の種類 と基本設問の 内容

施 策の種類 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本設 問の 内容

【住宅 ・家財の 地震損壊 に対する施策】

耐震診断の援助制度 個 人住宅 の 耐 震 診断 を援助す る 制度｛費用の 助成 など）を実施 して い るか

耐震改修 （補強）工 事の 援助制度 個人住宅の 耐震改修 （補強｝工事 を 援助す る制度を 実施 してい るか

家具類転倒防止対策の 実施促進広 報
僞人 住宅に おける家具類の 転倒防 止対策 （家具 類 の 固定方法 ・配 置 方決 の解脱、転倒防止

器 具の 紹介な ど）につ い て、住民 に広報 して い るか

家具類転倒防止対策の 援助制度 個人住宅に おける家具類 の 転倒防止対策 を援駒する制度を実施して い る か

ブ ロ ッ ク塀の 転倒防止の 援助制度
個人住宅に おけるブ ロ ッ ク塀の 転倒防止 対策 （ブ ロ ッ ク塀の改善 ・改築な ど）を援助する

制度 （費用の 助成など〕を実 施 して い るか

地盤や家屋基礎の 強化工 事の 援助制度
液状化 の 危険性が 高い 軟弱地盤地域につ い て 、個人 住宅 の 基礎 強化工 事 や地 盤 強化 工事

に対する援助 （費用 の 助成 な ど）を 実施 して い るか

宅地の がけくずれ防止 工 事 の 援助制度 宅地の がけ くずれ防止 工 事に対す る援助 （費用の 助成など）を実施 して い る か

土砂災害危険箇所の住宅移転の 援助制度 土砂災害の お それの ある区域 に ある住宅の 移転に対する援 助を実施 して い るか

【住 宅 ・家財の 地震 火災に 対す る施策】

消火 器 殴 置の促 進 広 報 一
般 家庭 で の 消火 器 の 設 置を呼 び か ける 住民 へ の 広 報を実施 して い るか

消火器設置の 援助制度
一

般家庭で の 消火器の股 置に対 す る援助 （費用の 助成な ど）を実施 してい るか

市街地の 延 焼危険軽減施策 市街地の 延焼危険の 軽減に つ な が る以下の 施策を実施 して い るか

建物の 不燃化 市街地の 建物の不燃化（木造密集地域 の 解消、耐火匙築物 へ の建替促進な ど）

空地の 確保 市街地で の 空地の 確保 （細い 街路の 拡幅、公 園の 整備など）

延焼遮断帯 の 整備

　　　　　　　　一
市街地の 延焼遮断帯の 整備 （幹線道路 の 整備、沿道の 不燃化など）

消防活動が 困難な地域の 解 消 消防活動が困難 な地域の 解消 （狭い 道 路の 解消）

消防力の 強化 消防力の 強化 （消防車両 の 増 強など）

消防水利の 整備 消防水利の 整備（（耐簾性）防火水槽の 整 儲、水道の 耐震 化、プ噛 の 活用な ど）

自主防災組織の ポ ン プの 整備 自主防災組織への 可搬消防ポ ン プ の 整備

匸住民意識 向上 の ため の施策 】

住 民参加 型 の防災 訓練 住 民参 加型 の 地震防災訓 練を 実施 して い るか

地震 防災の 社 会教育活動 地震防災に つ い て の 社会教育活動 （住民脱 明会、購習会な ど）を 実施 して い るか

地震防災の 住 民意識調査 地震 防災 に 閼する住民意識調査 を実施 して い るか

学校 向 けの 地 震防災教育教材作成 地震防災 につ い て の 学校用学習教材を作成 して い る か

自主防災組織への加入促進広報 自主防災組織への参加を呼びか ける住民へ の広報を実施 して い るか

自主 防災組織の 活動支援 自主 防災組織の 活 動を支援す る 施策を奚施 して い るか

【自治体内部の 取 り組み】

地 域防災針画 へ の 展災対策 の 詑載 地城防災計画 の 中で 地震 災 害 対 策 （震災 対 策 ）を 記載 してい る か

地震被害想定 躙査 塊震被智想 定腮査を 実施 して い るか

地 霞危険区城 の 分布調査 地震 により被 害を受ける危険性 の 高い 区城 （住宅｝の 調査を行っ てい る か

軟弱地盤区城 地震に よる液状化の 危険1生が高い 軟弱地盤の 区域 （住 宅）の 姆査

土 砂災害危険区域 地震に よる土砂災害（が けくずれ等）の 危険性が高い 区域 《住宅）の 調査

プ”，ク塀 転倒危険 区域 地震 に よる ブロ ッ ク塀の 転 倒 ・倒壌 の 危険性が高い 区域 （住宅 ）の 調査

防災マ ッ プ、ハ ザードマ ッ プの 作成 地 震 災害の防災 マ ッ プ・ハ ザー
ドマ ッ プを作成 して い るか
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衷 3　基本股間 （施策寞 施の 有無）の 鯛査結果

都道躍線 市・稟京23区 轡遭府 県 布 ・粟京鴉区

〔施策の種頬 ・設岡の 選択肢⊃ 臨46　 割禽 嗣 08　 覇合 儲 策の種顛
・設周の選択脚 隅 6　 割含 贓 劃臼

【住宅 ・憲 財の地 震損壊に対 する施策ユ 黼 鵜 醐 鰍 輙 鰊 （谿 して ・・礪 策， 1
酎震診断 の 援助制度　 　 　 　　 　 　 　 1 建物の 不燃化　　　　　　　　　　　　　 10 ．2鮴 艮0626 覧

1　奥溘 し てい る　　　　　　　　　　　 i　　 Sn 監 lo42 陥 空 地の 確県　　　　　　　　　　　　　　 24 ； 5％ 隆684 隅

　 市 区町村‘都道簡県 ｝が行 う援助瞰度に ．2　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 10
　　 用を助成 して い る

瓢   隅 ■
−
i延焼連断帯の 霊鰯 20 ・43覧　■ 且36 躑

3　畏窟して い ない 　　　　　　　　　　i　　 3167 鳬 脚 59鳬 消防活助が田鑓な煙域の 解滴 且8
　　r3

瑞 ・　　 17543 監

憮 回答〕 4 亘覧 涓 防力の 強化 2963 芳 1　 2937 騷

耐震哉修儲 蜘 工 畢の擾助衂度 涓 防水利の 霊傭 3167 帖 34585 誓

1 冥 総して い る 8i7 覧 49 認拓 自主防災 紹織 のポンプの 霊 備 1535 啓 1273 悩

・
枢
靄謡戴轡

行う援贓 慶‘二 4 脇 72 覧 【住民 窟醸向上の ための施策】

3 実施してい ない 3474 ％ 346 嚇 住民参掴型の防災脚覦 i　 1
憮 回答） 61 覧 1 定期的に 実施 して い る 3985 飴 2877 邸

家異類転田防止対策の実隠促逃広紐 〔複数回管〕
　 定期的ではないが．必興に応 じて冥窟
2
　 してい る

2 “ 581 脳

1 広紐誌 （定期発行｝に掲載してい る 4 鯖 n 了 蹣 3 実 癒 していな い 511 艶 49 直2瓢

2 ボー厶ペ ージに 掲臓してい る 艮32 部 　　　　68175 ｛無回答， 4L 瓢

3
バ刀 レ廾 を作成 し、　 住民 ｛全世 齋）に

配布 して い る
3

　：
7瓢　　　 74　 1

19馬 埴震肪 災 の社会敏窟潛勸

4
〆ンル 7トを作成 し、行政窓口に蘆い て

い る 〔 望奢 に配 　 してい る）
且94 【1」 1　 ！0125 覧 1 定期的に奥窟 して い る 聰 4脇 四 量9覧

5 上記以外の 方語で 実施 鳳737 瓢 97 躑 2 定瑚的ではない が 、必 要に 応じて 奚施
して い る

L635 鶉 惣 駐瓢

6 広 紐を実施 して い ない 817 鷲 10025 瓢 3 奥施 してい ない 817 瓢 10325 覧

｛無回答〕 L ％ 7 錨 ‘無回御 41 鷲

家具類転倒防止射策の 級助制度 地震防風の 住民訟幽躙査

1 実旛してい る 1 躡 24 鑛 1 定期的に実施 して い る 51 蝿 　　　　ユ2 臨

2 市区町村｛都遊府県｝が行 う極動制度に

　用を　成 して い る
3 徹 1 砺

　 定期的で はない が 、必要に応じて 奚絶
2
　 してい る

U2 “ 「　　 67　　← 1邸

3 奚施 して い ない 42915   93覧 3 寮旛して い ない 3065 覧 1　 325 躡

儲 回寄） 3i 篇 く無回答） ［　　　 41 鴨

7 ロ ック塀の転倒防止の規助制度 學 國向けの地震防災赦育敏材作霞

1 実施 して い る 24 鶉 379 瓢　 11 械 している 田 35脇 30 脳

2 南区町村 （都遭府県｝が 行う擾助制度 に

　用を助戍してい る
2 娜 2O 篝　 2 的城 L てい ない 306 駢 374 兜 鴨

3 婁施 してい ない 4291 覧 3669 隔 　　　　 　　　　‘無回答， 41 黔

憮 回答｝ 3 嶌 　自主 防災総絶 へ の加入促遡広報 〔複致回香⊃

  盤や家屋蕩磁の強化工事の摂助麟度 1 広佩誌 ｛定期登行）に掲載してい る u24 橘 12731 腸

1 実施 してい る 24 覧 31 髄　 2 ホームペ ージに掲載 してい る 盟 49黠 7319L

2 市区日叮村 〔棚 府県，力耄行 う援肋剏度1二
　用 を助 成して い る

o覧　 3
κ ンフレ，トを幟 し．全住民｛全世欝 〕に

配 布 してい
2 弗 40 且o摩1

3 寓砲 して い ない 　 、 粥 96瓢 39998 覧　 4
  ンル 7 トを作戍 し、行政窓 口に 置い て

い る 1 掻奢に配 布 して い る｝
153 鵠 9323 覧

（無回答〕 615 　 5 上記以外の 方法で 奥施 1022 漏 13032 篝

宅地 のがけ くずれ防止工 事の摂助制度 6 広佩 を実施 して い ない 163 邸 Ll52 邸

11 異施 して い る　　　　　　　　　　　 i　　 24 箔 却 砺 　　　　　　　 （無囘答｝ 13 醂

2
区

嬲鋩禦
が行 黼 鵬 こ

　 ・ 脳 174 瓢　自主防奥紺織の 奮動室毘

3 奚施 してい ない 41 躑 3659 憬 　 1 実施し て い る 3474 暢 31377 瓢

（無回筍 2   覧　 2 市区町 村く都　府県 ）が行 う支擢胴度に

　用を助威して い る
4 眺 12 鑛

土砂災魯危験廚所の 住宅移転の擾助制度 3 ；鶏 していない 817 覧 791 眺

1 実砲 して い る 7 龜5艶 四 循 　　　　 　　　　（無回答｝ 4 隅

2
市区 町村 〔都道府 県）が 行 う撮 助瑚度 に

　 　 　　 　し て い る
1737 覧 L64 覧　 【自治体内部の取 り組み｝　　　　　　　　　斷

3 実旛 して い ない 2コ 46覧 3558 脳 地域防輿計囲へ の震災対策の記載

憮 回割 12 輅 82 覧　 1 震災対鰆編 を賊 けて 〔他 の 災害と区分

して 記　してい る
45 鄭 361 餅

【住宅 ・象財の地羆火災に対す る鰊 2 他の 災害 と縦を分けずに記 戟 してい る 359 覧

消火器設置の 促遡広偲 〔複歉回簀】 3 特 に記載 して い ない 1 鵠 2  

1　広報諺 （定溯 琵 行）に掲載 して いる 4 脳 1082 醂 　　 　 　　 　　 憮 回 答， 且0 蹄

2 ホーム ベ尸ジに櫓較して い る 112 娼 7τ 躡 地黼 定贋査

3
バ ” レ7トを作成 し、全庄民｛全量齋，に
　 　 して い

24 覧 37 瓢 1 蹣 してい る　　 　　　 1 妬 9躡 13934 瓢

4
’^
ンフレ7トを 俸成 し、行政窓 口に 毋い て

い るく柑　者に 配布してい る
817 暢 63 且5覧 2 鶏 して い ない 　　　　 　 ；　 1 邸 25963 覧

5 上記 以外 の方 法で実旗 して い る 9 瓢 且052 醂 憮 回 答〕　　　　　 　 、 102 篤

6 広慨を実 旛 して い ない 194 】％ 138 踊5 地震危険B壇の分布膕査 ζ奥施 してい る胴査 ♪

〔無回答〕 1 錫 92 覧 軟弱 職 区域 1839 鵬 691 残

婿 火 器設置 の 槻助 制度 ：ヒ砂輿害危険 区域 2043 瓢 9824 瓢

1 実施してい る 20 鰯 ブ 卩 ッ ク 塀転倒危険区戚 715 瓢 277 覧

2
市区町村 ⊂都道府凧）が行 う援助 制度に

費 用　 助 　 してい る
防災 マ ツ プ」ハザ

ー
ドマ ッ プの作成

3 実隱してい ない 45
．98鴇 3鍵 螂 1 作威 してい る 817 覧 70L 隅

憮 回 答） 1 昂 61 覧 2 作戒 してい な い 378 α隆 33482 覧

〔注 》回答数が Oの 遺択 肢は空欄妻示 とした 〔無回答） 1 器 41 艦
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表 4　追加 設 問 （実施施策の内容等） の調査結果 くその 1＞

都道府県 市 ・禦京23区 鄒道府県 市 ・東京23区

〔範策の積類・蹴 の選択脚 剤合 割含 ｛聴策の租類
・
設問の選択肢） 割合 剳合

・憲財の地震損壌に 対する鮪策】 SO4．櫻助制度 を利用する場合に改修後の耐震性能の制暇ぱありますか【住宅

●耐震診断の擾助制度　　　　　　　　N 冨51 　　 N3104 1 制限を設けて い ない 3　 38多 且531 盤

SO1．擾助 覦度の 内容 は どの よ うな もの で すか 2 制限を設けて い る 51 鱗 326 脇

ユ 費用の 金甑を補助【無科爵震診断を実施［ 112 慨　． 41i39 覧　」 憮 回 笞）　　　　　　　　　　 1　　　　　 2 端

2 費用の 一蔀を補助 ・ i鮴 5957 鶉
，　　　　　　 で　　　　　　つ い て ．
診断 結果の劔限 はありますか

、 時　及

3 上配以外の 援駒 を実総 2251 制限 を股 けて い な い 　　　 　　　　　 　　 2 ．2錫 L531 魅

‘無回答） 2 錨 2 制眼を設 けて い る 6 ．75％ 鍵 65多

SO2．援助割度につ いて住民に どの よ うに 広報して い康す か 〔複 数 回答ユ 憮 圄 答）
」

： 錫

1 広報誌（定朗発行⊃に掲載 して い る　　　　　 2　 4鰯 83　 80監 ●家具類転霞肪 止対策の棚 啣 度 N判 N吃4

2 ホームペ ージに掲載 して い る　　　　　　　 4180 摩ら 4947 監 SO1．橿助制度の 内審1まどの ようなもの ですか 匸複鼓回霤〕

3
パ ンル 7トを黻 し、全庄民（全世斎）に
　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 1
配布 して いる

20鴨 盟 21瓢 1 転倒防止罌具を癈料で配布 313 貼

4
〆 ン7吻トを作成 し、行 政窓 口に 置 いて
　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 3
い る ｛希 望者 に配 布 してい る）

6α覧 6754 夥 2 転飼防止器具の 購入 費用の全額を補助 1 1 艦

5 上記 以外の方 法で霪 施 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　3 ε0覧 2423 覧 3 転倒防止 器具の 贈入 費用の
一

部を補助
−

2 邸

6 広綴 を実麓して い ない 2 臨 4 上記以外の 援助を奥施 】　 10α路 且875 腸

憮 回答）　　　　　 　　　　　 1 ユ 1瓢 憮 回答｝ 鬮 監 “

so3． 用 で　 　 　人 　 　つい て の　　は

あ弓ますか
SO2．捜助制虞につ いて住民に どの よ うに広報 していますか 〔籖数回答〕

　 閥眼 を設けて い ない 〔全て の 個人 庄宅
1
　 が利 用で きる）

22 覧 1 広綴賠‘窟期発行）に掲載 して い る 1lo σ艶 L35 蝸

2 制 限 を股けて い る 5lo り齢　 　　 99 ・95覧 2 ホームペ ージに掲載して い る 1100 瓢 739 髄

憮 回答） 313 覧 3
  万 レ外を彬成し，全住民 〔愈世斎》1こ
配布して い る

313 鴇

，　　 　 　 　 　 　 て　 　　 　　 　 つ

いま すか

．行　　b専　　　
こ
　 して

4
ハ
’
ン乃 廾を 作成 し．行 　窓 ロに 置い て

い る 〔希望者 に配布 してい る）
110 喘 833 瓢

　 行政か ら辱鬥家（職員）を滋遣 し、耐震
1
　 診断を実施

44 粥 5 上 肥以外 の 方法で 実施 833 騙

2
行 政か ら専門　（　 以外｝を派遣 し、
　　診断を　　　　 士 など）

240 鶉 5048 瓢 6 広 髄 賄 して い ない 　 　 　 　 1
3 上 記以外の ものを実施 240 鶉 2019 暢 憮 回割 　　　　　 1 4 且7郭

4 実施 して い ない 監 2σ鶉 2524 醫 ●ブ回 ッ ク塀の転倒防止の擾助 制度　　 Nぞ 闇 7
（無回答） 5 鵠 901，擾助劔慶の 内容ぱどの ようなもの ですか 〔複数回答］

「　　 　 　 に　 　 　 　 　 　二不

その住宅の耐震改修（補強）工 事を援助す る制度を実鮪 してい ますか
い 口 に．

　　　　　 1　工事費用の全額を補助 塾 錨

1 実施 して い る 36   4442 腸　 2 工事費用の 一部を禰助 150 覧 2‘ 6脳

2 実施 して い ない 240 騰 575 脇 　 3 工事費用の全額を融資 ！ 50胎

憮 回 答）　 　 　 　 　 1 o鳬 3 鑛 　 4 工事 費用 の
一
部を融資

S05．坦助 制度 を利用 した 醗震診断 の縞果を把握 ｛記6黔 して い ますか　　　　　5 工事 費用 の ための借入金 の 利子 を櫨給 38 艶

1 全て 招握 して い る 4 剛 殴 7駢 　 6 上記 以外 の援助を 実施 9 囚 鷲

2 一
部を把櫪して い る 120 質 6 磯　 　 　　 　　 　 憮 回答｝ 碣

3 把握 してい ない n1 嘱 SO2．扱助鱗度につ い て住民にどのように広翹 してい ますか 〔複数回答〕

憮 回答｝ 5 騏 1
転 倒危 険の ある　 ロ ツ ク塀を　　　石臼…

民 （世繕〕に のみ広 輟 してい る
1 秘

■耐震改修  薗 工事の援助制度 ．N弔   2 広 偲脇 （定期 発行）に掲 載して い る 20 邸

  ，援助制度の内 粤ばど の よ うな もの ですか 〔複数回管コ 3 ホ ー厶 ペ ージに掲蔵してい る 1849 監

1 工 事費用の全顛を衢助 4
パ 刀眇 トを作成 し、全住民｛全 世帯）に

配布 して い る
3 邸

2 工事 費用 の一部を補助 113 暢 2田 　5％ 5 上紀以外の 方怯で実施 苴 瓢 B22 覧

3 工事費用の全額を融資 113 飴 11 　 256 広紐 を実施 していな い 1 瓢 3 邸

4 工事費用の
一

邸を隙資 33 邸 511 眺 （無回誓） 3 瞰

5 ：L事費用の た めの 借入 金の 利子 を褶給 Li3 賂 ！2 「 2嬬 ●地盧 や家屋基匯の強 化工 事の 展助制度 麗 闇

6 上 記以外の援助を輿竃 3 鱗 612 覧 S01．掻助制度の内容はどの ようなもの で すか 〔複数回捶F〕

（無回答〕 24 覧 1 工 夲費用の 全額を摘助

，援助制度に つ い て 住民に どの よ うに広報して い ますか 〔複数回谷｝ 2 工事費用の
一
郎を補助

ユ 広 紐畴 健 期発行｝に 掲載 して い る 333 覧 3367 鴨 3 工事費用の 全領を融資 1 瓢 璽
’
33覧

2 ホ ーム ペ ージに掲載 してい る τ 鵬 285 ηL4 工事費用の 一郎を融 資 1 躑

3
バ 万 レ，トを作戍 し、全住民（全世帯｝に

配 布 して いる
4 脳 5 工亭費用の ための 借入金の 利予 を補給 257 覧

4
κ ンフレ，トを序成 し、行政窓．口 に置い て

い る く希望 者に 配布 して い る
8 ：o臨 377 戯 6 上記以外の 援助を実施 】 5司陽臨

5 上 紀 以外 の方法 で窺 旛 113 覧 1L2 蹣 ｛無回答｝

6 広稲を実億 してい ない S暁．援助鯛度に つ い て隹民に どのよ うに広紐 して い寉すか 〔複敗回管〕

嘸 回答｝ 3 醂 ユ
液状 化の 危 険性 瀞高 い 飲 弱地盤 の 区 域

の 良民〔世 帯 ，にの み 広 　して い る
．　　 度　　用する　合．　　 に行　の　　　　に よ

ける必翼がありますか

断 　受
2 広報誌〔定期発行｝に掲載 して い る 15 鳴 267 覧

1 必 要 が ある 1 ！3覧 3265 瓢 3 ホームベ ージに掲職 して い る 15 邸 267 覧

2 必 要が ない 788 聾 且5 窩1翳 4
ハ
’
ンフレ7 トを作成 し．全住民｛全性帚）に

配布 して い る
150 崢〜

〔無 回答 ） 2　　4蕗 5 上記以外の 方法で 実旄 1 瓢

｛注） 回答 数が0の 週 択肢 は空欄表示 と した 6 広 綴 を奚施 してい な い

｛顯 答） 13 蹣
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表 5 追加設問 （実施施策の 内容等） の跼蚕結果 くその 2＞

都避府県 市 ・衆 京23区 都遁府県　　 布 ・東京23区

‘施策の種類 ・設冏の遺駅肢》 割含 麟合 （櫨箪の 租類 ・設圏の 選欟 割合 　　 　 　 割含

●宅地の がけくずれ防止工事の 援助制度 N＝2 棚 団 2，活動支扱施策の内粤 1まどのようなものですか 〔複数回答〕

SO1．橿助割度の内容 はどの ようなもので すか 〔複数回管〕 1 行政で 俸成した 活動 マ ニ 昌 7 ル を提供 コ02 ％
．
　 io13 矗

1 ：匚事費用の 金額を補助 2 話動マ 昌 ユ アル の 作成を支援 窪 戯 1　 722 錨

2 工事費用の
一

部 を補助 i5 α覧 9 飜 3
自主防災組職 が行 う防災齪練に対 して

撒 　・助曾
5 匚研 2508 α監

3 工事費用の 彙額 を融賓 4
自主防災組糠の り

一
ダ
ー

の 育成研 　を
　窟

298 卵 童5449 覧

4 工事費用の
一部 を融資 835 覧 5 消火 貰盟材等を毘物支 給 13339 覧

5 工事費用の た め の 借入 金 の利子 を舗給 7 蹣 6 消火 資罌材 等の 購 λ費 用の全 額 を禰助 124 弘

6 上記以外の 扱助を実施 150 堕52 ％ 7 消火 貰器材等の 購λ費用の一部を補助 1029 監 123 酬

｛無回 答｝ L 娜 8 潛動貰金の全額を椀助 31 翳

SO2，塊助制駁につ い て住民に どのように 広報 」て いますか 〔枳鼓回答〕 9 蓿動貰金の一部を 補助 2 斛 11537 箔

1 危険性が高 い 区域 の 庄民 ｛世 帯）に の み 1
広　 してい る　　　　　　　　　　　 1

417 稲 10 上記 以外の援幼を実施 6i 脳 48L 砺

2 広綴錺促 期発行，に掲載 して い る 939 覧 ｛無回勘
、 1 煽

3 ホーム ベ ージに掲載 して い る　　 　　
層
　　 聖 鵬 艮o43 藻 【自治体肉部 の 取り組み 】

4
パ ン7レ外 を傚 し．　 住民｛全琶帋，に

配布 して い る
ヨ   鼬 瞞 災膕 へ の蹴 鰥 鰡 賊 1隅 5 齢 96

5 上記以外の 方法で魏 150 覧 4 ！7覧 SO1．地域防災計闘の震災対策の 内容につ いて←酬 一ジに掲載 して い 審すか

6 広 紐を実歯 して い ない 41 猟 　 1 掲職して い る 204 娜 621 蹣

‘無回菩｝ 1 媽 　 2 掲載してい ない 255e 瓢 32682 監

N＝29 〔無回答） 18 砥●土砂鯉 脆 険箇所 の住宥移転の攤 匿 N ゴア

SO1．橿助制度の内容 はどのよ うなもの ですか ［複数回箸〕 ●地震被函想定調盃 　　　　　　　　［  闡 39

1 移転費用の全額を補助 901，地震被醐 定困査 ⊂の轎果｝に っ いてボ
ー厶 ペ ージに掲載して いますか

移 転委用 の 一部を補助 457 弘 且65 脇 　 1 掲 載してい る 2351 監 16 蓋2鮎

移転費用の 全額を融貰 2 掲職してい ない 麗 49覧 121 鵬

2
　

3
　

4
　

5
　

6

移転費用の一鶴 を恐資 1 磯 　　　 　　　　　‘無回 答） 2 邑覧

移転費 用の た めの 借入金 の利子 を禰緒 45751 　　 墓552 監 SO2．個人住宅の被霄量に つ いて どの ような予測をして いますか 【複数回箸】

上鵈以外の援助 を実聡 1　 　 27 鶉　　1　ゆれ に よる被警　　　　　　　　　　　　　　　　43 鰯 ユ2ユ 8η1

｛無回答｝ 27 暢　 2 液状化によ る灘 34 黻 9255 瓢

30Z 援助制度につ いて 偉民に どのように 広轍して いますか 〔欟鼓回答，　　　 3 が け崩れに よる被害 1227 覧 332 ‘醫

　　　 　が喬い 区域の住民（ 帯）に のみ
1
　 広綴 してい

：　　 41496 　 4 出 火に よる 被害 3578s10978 帖

2 広紐諺 （餬 発行）に掲載 して い る 229 監　　 　 93 且邪　 5 延 焼に よる被害 33r3 瓢 8460 臨

3 ホ ーム ベージ6こ掲載 してい る 1 跏 5 ；　 52L 偽　 5 予 測 してい ない 4 蹣

4
パ ンフレ 7トを惨戚 し．全住民（全纈：帯｝に

配 布 して いる
鳥

　　剛
且45 澗　 　 隆　　辱

3話　 7 上記以外の 項目を予測 して い る 5u 覧 9 砧

5 上記以外 の方 法で 奥施 4
　　．
5751 　　 L3 監　　 　　 　 　　 ‘無 囘答｝ 1252 　 　 E髄

145lo3 雌 SO3．個人住宅の 収容物像 具 類な 紛 の 被咢量 を予測 して いますか6 広 紐を奥 総 して い ない 噛　　　 夏

憮 回答） 27 鴨　 1 予測 して い る 皇 2髫 5 侃

．
【住宅

・
家財の 助置 火 災に廻す る聴暖 】 2 予蘭 して い ない 4498 瓢 1309 嬬

●紺火嬲 の援助制度
．． N ：◎ 　 　 　 陣 20 　 　 　 　 　 　 　 　 憮 回答） 4 蹄

SO1．擾助制度の内客は どの よ うなもの で すか 〔裡数回答〕　　　　　　　　 釦4，地域防災計厨に地震該書想定國莚の 縞果を記載 して い ますか

1 消火器を無科 で配布 1 掲載 してい る 429 鍖 　 　 　1057 邸

2 消火器の購入 費用の全額を櫨助　 　　 1 2 掲載してい ない 24 飴 ，　　 2921 覧

3 消 火器 の購入 費用の一部を繍馳　 　 　｝ 840 腸　　 　　 　　 　 憮 回答｝ 1 践 1　　 5　1 4覧

4 上 記以 外の援 助を実施 　　　　　　　1 1　 136 部 ●防災マツ ブ．ハ ザードマ ツプの 作成 N毛 lNゴ70

（無回答） E S昌1．マ ッ プの 作成に住民 は参加 して い ますか

SO2，橿助割度につ い て 住民 に どの よ うに広 報 してい ますか 〔複数回 答〕 ユ 参加 して い る 113 覧 1　　 6 鰭

ユ 広 報曲 1餬 発 行》に掲載してい る 1　　 94 騙 　 2 審加 して い ない 7 冊 5 脇 go覧

2 ホームペ ージ愚二掲載 してい る 73 鴎 　 　 　 　 　 　 　 　（無回 萄 且 ！鴨

3
κ 刀 レ外 を作 成 し．全 住 民（全世   に

配痛 してい る
鑒 覇 釦2，マ ッ プに う いて 住民に どの ように広偲 して い 家すか 〔複致回筈〕

4
〆 ンル ットを作裁 し、行政窓口 に置い て

い る ｛　　 に 　　して い る幽
733 箔　 1 全佳民 〔全世帯）に配霜 してい る 46　 6邸　1

5 上記以外の 方法で奚竃 8 　4脳
「

2
行政　口に置い てい る1希盟者に配
し　い る）

33 繍 3246 鶉

6 広紐を鶏 して いない ユ　　 5監　 3　層 広鴾躇（足期発行｝に掲載 して い る 228 聾 3 榻

（無回答） 3 ．1部 　 4 ホームペ ージに 掲載して い る 7 麟 1319 鮨

【住属 闘 向上 のた めの 施剛 5 上崑以外の 方 法で 奥雄 3 鵬 10 墨4瓢

○自主防災組織の 活勁支授 N尋 専　　　 N唱 13　　　　6 広 紐 を奥 鰌 してい ない 6 脇

SO1．活動支臨 策に つ い て地域肪熨計固書に記載してい ますか く無回 答｝

1 記載 してい る 訂 福 222 η 鷲 SO3．マ ップに次の情穏は記載されて い ますか 《掲載されて いる慵細

2 記敏 して い ない 618 箔 83 即瓢
液状化の 危　　 塙 い 軟弱埴盤 の 区城

（住宅，の 分布
7 灘 聞 50覧

｛無回 答｝ 1 躡 83 覧
土 砂災容 が け く　れ 等）の危険 性 が高

い 区壊｛　　 の 　布
450 籃 436L5

‘注）回答数が0の 選択肢は憲醗衷示とした
ブ ロ ッ ク塀 の転倒 。倒髏 の危 険性 が襾

い 区域 ‘ 宅｝の 分布
2 醂

予 想され る震度 の 分 布 5 鵬 1　 2739 覧
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　援助制度の 内 容は ，移転費用の
一

部補助 が 県57％，市

区 55％， 利子補給が県57X， 市区52％と多い．
　住民 へ の 広 報は，HP 掲載が 県29YS，市区31％と多い ．
また県で は，選択肢 以 外の 回 答として 作成 したパ ン フ レ

ッ トを市区 町村 を通 じて配布 して い る もの も多い ．

（2〕 住宅 ・家財の 地 震火災に対 す る施 策

a｝消火器設置の 促進広報

　住民 へ の 広報は県 57％
， 市区64％が 実施 して お り ， 半分

以上の 自治体が 謙々 な手段 を通 じて 実施 して い る．

　県はHP 掲載（24％｝とパ ン フ レ ッ ト窓 口配布（17％）が多
く ， 市区 は 広報誌掲載（26曳）とHP 掲載（19％），パ ン フ レ

ッ ト窓 口配 布 （15％）が 多い ．パ ン フ レ ッ トの 全住民配布

は 県4％，市区％ で あ る．
b）消火器設置の 援助制度

　援助 制 度 を 実施 して い る 自治体 は 県 0％， 市 区 5％で ， ほ

ぼ金 て の 自治体で 実施 して い な い．
O）市街地の 延焼危険軽減施策

　質問 した 7 つ の 市街地延 焼危険軽減施策は ， 最も低い

「建物 の 不燃 化 」 で も 2割 以 上 の 実施 率 とな っ て お り，
県 。市区ともに延焼危険軽減施策を様 々 な手 段で行 っ て

い る．特 に 実施 率 が 高い の は ， 消 防 水 利整備 が 県67％，
市区85％，消 防力強 化が va63％，市区72郭とな o て い る，

（3》住民 意識向上の ための 施策
a｝住民参加型の防災訓練

　定期的 に 実施 して い る 自治体は 県 85％，市区70％ と非

常に 多 く ． 不 定 期もあ わせ ると県 ・市区ともに 9 割近 い

自治体で 実施 して い る．
b）地震防災の社会教育活動

　定期的に 実施 して い る 自治体は県 48％，市 区 酬 で，必

要 に応 じて 実施は県35％， 市区54％となっ て い る．
o）地震防災の 住民意職調査

　定期的に 実施 して い る 自治体は 県 lt％，市区錨 で，必

要 に応 じて 実施は 県 24％，市 区16％とな d て い る．
d）掌校向けの 地震防災教育教材作成

　地 震防災に つ い て の 学校 用学習教材 を作成 して い る の

は 県35％，市区7％で ある．
0）自主 防災組織へ の 加入促進広報

　住民 へ の 広 報は県 6SPS，市区69箔が 実施 して お り，3 分
の 2 の 自治体が 様々 な 手段を通 じて実施 して い る．
　県 は HP 掲 載 （48％）とパ ン フ レ ッ ト窓 口 配布 （33％），広

報 誌掲 載 （24％）　ts多 く ， 市区は 広報誌掲載（31％）と パ ン フ

レ ッ ト窓 口 配 布 （23％）が 多い ．パ ン フ レ ッ トの 全住民 配

布 は 県4％，市区 1磯 で ある．また 市 区 で は 、 選択肢以外

の回 答 と して 自治会 を通 じた広 報も多く行われて い る．
f》自主防災綴織の活鼬支援
　活 動支援 を実施 して い る 自治体は va83％，市区8鰯 で ，
8割以上 の 自治体で 活動支援を行っ て い る．
　活動支援 の 内容は ，県で は り一ダー育成研修が85％，
市区で は 防 災 訓練 へ の 指導 ・助言 が 80eSと非常に 多い ．
県 ・市 区 と も多 い の は 活動マ ニ ュ ア ル の 提 供 （県 2976， 市

区32鶉）と資器材等購 入費用の一
部補助 （県29X， 市区39％〉

で ， 市 区 では 活 動資金 の
一
部補助（37SG）も多い ．

（4） 自治体内部の 取 り組み
一a）地域防災計画 へ の震災対策の配載

　 地 域防災針画 の 中 で 地震災害対 策 （震 災対 策）を記 載 し

て い る 自治体 は県98％，市 区97％ で ， ほ ぼ全 て の 自治体
で 震 災 対 策 を記 載 し て い る．震 災対策編 を股け て い る 自

治体は 県98％、市 区88％とな っ てい る．

　記 載 自治体 の うち，そ の 内容 をHP に 掲載 して い る 自

治体は県44％，市区13％で，市区の 掲載率が低い．
b）地震被害想定調査

　地震被害想定調査を実施 して い る自治体は 県98覧 市

区34％で ， 県の 実施率が 非常に高い ．

　実施 自治体 の うち ， 調 査 内容や 想定結果 を HP に掲 載

して い る の は県51％，市区1axで ， 市区の 掲載率が低い ．
　地域防災計画に 想定結果を記載 して い る 自治体 は 県

93％， 市区 76％と多い ．
G｝地 震危険区 域 の 分布調 査

　地震に よ り被害を受 け る危険性の 高い 区域〔住宅）の 調

査 は，軟弱地盤 区域が 県39％，市区17％，土 砂災害危険区

域が県43％， 市区24％， ブロ ッ ク塀 転倒危険区域 が県 15％，

市 区7％の 霙 施率 とな っ て い る，
の防災 マ ッ プ，ハ ザードマ ッ プの作 成

　地 震災害 の 防災マ ッ プ ・ハ ザードマ ップ を作成 して い

る自治体は県 ・市区 ともに 17％で ，8 割以上の 自治体 で

作成 して い ない ，
　作成自治体の うち，作成に住民 が 参加 してい る 自治体
は県13％，市区9％と少な い ．

　住 民 へ の 広報は ， 県 は HP 掲載が88％と最も多く，市

区は 全住民 配布ns66％と最も多 い ．
　 マ ッ プ へ の 情報紀載は，軟弱地盤区域分布が 県88eSs

市 区 5幅 ，土砂災害危険 区域分布が 県5（肱 市区 61％，予

想震度分布 が県63％，市区3鰯 とな っ て い る．ブ ロ ッ ク塀

転倒危険区域分布は県｛ns，市区錙 とほ とん ど鶏載され て

い ない．

（5》県 と市区の 案施串 に 差の ある防災施策

　県 の実施率が 市 区 と比 べ て 特 に 高 い 施策 と して は ，

「地 震防災 の 祉会教育活 動 」　「地 震防災の 住民意識調

査 j　 「学校向けの 地震防災教育教材作成」　 「地震被害想

定調 査」 が 挙 げ られ る，こ れ らの 施策 はい ずれ も相応 の

予算 と人 員 が必要 とな る施策で あ る と考え られ ， 財 政規

模 の 大 きい 県の 担当施策 と し て ，県 と市区で 実施主体を

棲み 分けて い る 自治体 の ある可 能性が考 え られ る．

7 ．地震防災施策の実施状況 の検討

（1）検討の 概要

　各自治体 の ア ン ケート結果を用 い て点数化 を行い ，自

治 体の 地 震 防 災施 策 実施 状 況に つ い て 比較 検 肘 を行 う．
　点数 化結果の 検討 は，地 震対策の 指定地域別，自治体

の 人 ロ規模別，住 民 の 地震 リス ク意識水準の 3つ の 切 り

口から行 う．なお ， 検肘に用 い る区分別 の点数は ， 各自

治 体の 点数 化結果の 単純平均 を使用す る．

（2）点数化の 方法

　各自治体 の 施策実施状況の 点数化は 表 6の 方針に した

が っ て行い
， 各施策の 配 点 は裘 7 の よ うに設定する．

表 6 　点数化方針

・4 つ の 防災施 策種類 ご とに 100点満点で 評価

・施策の 重み は 考慮せ ず．各設闘に等配 分 して配点を定め る

・施策 を実施 も しくは 費 用 の
一

部 負担 を して い れ ば，配 点 全

部の 点数を得 る こ と とする

・複数回答 の 設問は実施施策数に応 じて 点数を加算す る．避

択肢 「上妃 以外」 に も点数を与 える

・回答 の ない （無解答》 の 設問は 計算上 0 点 と して扱 う

・7一
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衷 7　点数化の ための施策別配点表
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〔3）地震対策の 借定地域別に よる検酎

　地 震 対策の 指定地域別 として は ， 東海地震防災対策強

化地域 似 下 「強化地域亅 ）お よび 東tw海　・南海地震防

災 対策推 進地域 似 下 「推 進 地 域」 ） の 指定状況を用 い

る．県につ い て は ， 地 域指定 が 県全 域 の もの と一部 の も

の で 区分 し， 地 域指定の 時期 （強化地域は昭和54年と平

成14年，推進地 域は平成15年）に つ い て も区 分す る．強

化 地 域 と推 進 地 域 の 両方 に か か る県は 指定時期 の 早 い 強

化地域に分類する，市区に つ い ては，強化 地域 ・推進地

域 と地域指定の 時期で 区分する．
　指定地 域別 の 点数化結果 （図 1 ）をみる と，県で は全

て の 防災 施策 種類 で 強化 地域 の 点数が 高 い ．推進 地 域 は

指定 が最近の た めか指定な しの 地 域 と比 べ て 点 数 が高 い

と は い えない ．市区で は ，　 「住宅 。家財の 地震損屡 に 対

す る施策亅　 「住宅 ・家財の 地震火 災に 対する施策亅　 「住

民 意識 向上 の た め の 施 策 」 の 3 グル
ープ で 強化 地域の 点

数が 高い 、 「自治体内 部の 取 ウ組み 」 は指定地域別 の 差

は ほ とん どな い ．推 進 地域 は 県の 場合 と同様に指定な し

の 地域 と比 べ て 点数が 高い とはい えない ．
　県 と市 区で 傾向が異なる理 由 と して は，6．（5）で も述
べ た よ うに，調査 した防災施策の 中に ， 財政規模の 大 き

い 県の 担当施策として 県 と市 区で 実施 主体 を棲 み 分 け て

い る施策の 存在する可能 性が考え られ る．

（4） 人 ロ 規模別に よる検討

　市区 に つ い て 人 口 規模別 に 区分 し検 討 を行 う．点 数 化

結果 （図 2 ） をみ る と ， 全 て の 防災施策種類につ い て 人
ロ の 多い 自治体ほ ど点数が高くな っ て い る．
　 この 理 由 と して は ，

　 ・入 口 が多い 自治体ほ ど財政規模 が 大 きい ため地 震

　　防災対策に積極的に取 り組 む こ とが で き る

　・人 口 の 少ない 自治体で は 地震危険度の 高い地 域

　　 （密集市街地等） の 居住人 口 が少なく地震防災対

　　策の 必 要性が相対的に 低 い

な どが 考え られ る ．
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  住民の地震 リス ク意識水準 に よる検討

　住民 の 地震 リス ク意識水準の 調査として は損害保 険料

率算出機構（2004）が ある．こ の ア ン ケート髑 査に は ，全

国 の 持 ち家世 帯 を対 象に 「火災
・風 災 ・水災

・雪災 ・震

災」 の 5災害に つ い て住居建物 が被災す る危険 の 高い と

思 う順位を質問 した 設問 が あ り，各災害を 1位 に 挙げた

割合の 結果 は図 3 の よ うに なっ て い る．

　こ こ で は地 方 別 の 「震 災亅 を 1位に 挙 げた割合 （地震

リ ス ク意識永準）を用い て地震施策実施状況の 点 数化結

果 の 検討 を行 う．な お，検討 に 用 い る地 方別の 点数は，
都道府県の 点数化結果 の 単純平均を使用 す る．

　地 方別 の 地震 リス ク意識水準 と点数化結果を グ ラ フ 化

し た図 4 をみ る と，全て の 防災施策種類 につ い て 地震 リ

ス ク 意職水準が 高い 地 方 ほ ど点 数 が高 くな る傾 向 が 見 ら

れ る．すなわち，自治体の 地震防災施策実施 状 況 と住民

の 地 震 リス ク意識 水 準 との 間 に は 関達性 が ある と考 え ら

れる．
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8 ．おわりに

　本 研 究で は
， 住宅 ・家財の 地震被害軽減 とい う視点か

ら全国自治体の 地 震防災施策実施状況にっ い て都道府県

お よび市 ・東京23区を対象 と した ア ン ケート調 査を 行っ

た ．そ の 結果454自治体か ら回答を得る こ と が で き，回

答結果を用い て施策ご とに実施状況の 特徴を検討 し た，

さ ら に，各自治体の ア ン ケ
ート結果を用 い て 点数化を行

い ，地震対策の 指定地 域別 ， 人 ロ規模別 ， 住 民の 地震リ

ス ク 意識水準の 視点か ら施策実施状況の 特徴 の 検討を行

っ た．
　今後の 課題 と して は 次の よ うな もの が挙 げられ る．

・防災施策の 地震被害軽減 へ の 効果 を見 るた め に は ，

　施策の 実施実績 を把握す る こ とが 非常に 重要で あ る．

　本研 究 で は 幅広 い 防災施策 を 躙 査対象 とした た め

　個 々 の 施策の 実 績値を十 分 に把握 す る こ とが で きな

　か っ た．髑査対象施策を絞っ た調査を行 い ， 実績値

　や被害軽減効果を把握して い く必 要 がある．
・個々 の 防災施策につ い て ，実施 して い る 自治体 と未

　 爽 施の 自治体 の 比 較 を行 い ，実施 されて い な い 理

　由 ・原因等 を検討 して い く必 要 が ある．
・本研究では調査対象自治体 を都道府県お よび 市 ・東

　京 23区としたが，町 ・村に つ い て も防災施策の 実施

　 状 況 を把握す る必 要が ある ．
・自治体に よ る防災対策は，地域 の 実状や災害特性 に

　 即 して 推進されて い る．地 震危険が最重要課題 の 地

　 域もあるが，台風 豪雨，豪雪等の 災害危険が よ り

　重要な地域もあ る．地域の 災害特性 と各種災害対策

　 の 中で の 地震防災対策の 優先度の 関連を 更に検討し

　 て い く必 要が あ る．
・住民の 自主的 な防災対策は 地震被害軽減 へ の 効果が

　非常に大きい と考えられるた め，その 実逾状況 を把

　 握 して い く必 要 が あ る．
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図 4 　地 震 リス ク窟謙 水串 と点数化 結果 （地方別）

・10一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


